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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次  
第１期
第３四半期
連結累計期間

第２期
第３四半期
連結累計期間

第１期
第３四半期
連結会計期間

第２期
第３四半期
連結会計期間

第１期

会計期間  

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高 （千円） 12,318,1599,825,5013,921,4513,278,46115,470,960

経常損失(△) （千円） △1,512,508△932,491△786,989△387,337△2,055,396

四半期（当期）純損失(△) （千円） △1,781,167△1,286,076△891,108△590,382△2,685,638

純資産額 （千円） － － 10,870,4248,827,3639,974,701

総資産額 （千円） － － 17,823,85414,087,71815,678,694

１株当たり純資産額 （円） － － 30.25 23.99 27.69

１株当たり四半期（当期）

純損失金額(△)
　（円） △5.14 △3.72 △2.57 △1.71 △7.76

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
　（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 58.7 58.9 61.1

営業活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
627,329△1,487,205 － － 1,527,848

投資活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
△228,533△62,239 － － △241,253

財務活動による

キャッシュ・フロー

 

（千円）
△353,061△142,813 － － △451,792

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高

 

（千円）
－ － 3,421,8812,515,8684,207,952

従業員数 （名） － － 775 589 750

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため記載しておりません。  

２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業内容に重要な変更は

ありません。

　

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（名） 589 [30]

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を［　］外数で記載してお

ります。

２　当第３四半期連結会計期間において従業員数が132名減少しました。その主な理由は、ロジスティックス事業、

カー用品・雑貨等事業および産業機器関連事業の経営合理化をはかるため、希望退職者の募集を行ったこと

によるものであります。　

 

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（名） 10 [4]
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　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を［　］外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）

事業の種類別セグメント
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

カー用品・雑貨等事業　 169,843 87.2

産業機器関連事業 553,049 64.1

 合計 722,892 68.4

　（注）１　金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(2）仕入実績

　当第３四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）

事業の種類別セグメント
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

カー用品・雑貨等事業　 468,263 113.7

 合計 468,263 113.7

　（注）１　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）

事業の種類別セグメント 受注高
前年同四半期比
（％）

受注残高
前年同四半期比
（％）

産業機器関連事業　　 886,339 58.3 1,576,547 122.3

合計 886,339 58.3 1,576,547 122.3

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(4）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（単位：千円）

事業の種類別セグメント
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　前年同四半期比（％）

上場株式等投資事業　 － －

ロジスティックス事業　 1,660,912 70.0

カー用品・雑貨等事業　 1,021,301 119.1

産業機器関連事業　　　 596,248 86.2

 合計 3,278,461 83.6

（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　前第３四半期連結会計期間および当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販

売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

EDINET提出書類

プリヴェ企業再生グループ株式会社(E02239)

四半期報告書

 4/29



相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日本トイザらス株式会社 － － 404,104 12.3

（注）当第３四半期連結会計期間の株式会社ＪＳＰについては、当該割合が100分の10未満のため記載を省

略しております。また、前第３四半期連結会計期間の日本トイザらス株式会社については、当該割合が

100分の10未満のため記載を省略しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、輸出の持ち直しなどにより鉱工業生産指数を始めとする各種生産指

数の回復は見られたものの、雇用・所得環境の改善には至らず、円高やデフレの進行により企業収益に対する懸念

が増大するなど依然厳しい状況でありました。

　このような状況のもと、当社グループはファンド事業および上場株式等投資事業に積極的に取り組んでまいりま

した。また、企業再生関連投資事業におきましては、投資対象会社である各事業子会社に対して、事業面における経

営指導を行い、また、コンプライアンスやリスク管理の徹底などの諸施策を強力に推進してまいりました。

　当第３四半期連結会計期間の売上高はロジスティックス事業に係る売上高の減少などにより32億78百万円（前第

３四半期連結会計期間39億21百万円）にとどまりました。また、大幅なコスト削減等の経営効率化を図ったことな

どにより営業利益は△３億83百万円（前第３四半期連結会計期間△７億76百万円）、経常利益は△３億87百万円

（前第３四半期連結会計期間△７億86百万円）となり、四半期純利益は、早期割増退職金93百万円を特別損失に計

上したことなどにより△５億90百万円（前第３四半期連結会計期間△８億91百万円）となりました。

　事業別の業績は、以下のとおりであります。

　上場株式等投資事業におきましては、世界的な金融緩和により生産指数の回復が続く中、世界の株式市場では新興

国を牽引役として堅調な回復を記録したものの、日本においては円高やデフレの進行により企業収益悪化の懸念か

ら株式市場は伸び悩み、当社の投資先企業の株価も同様に推移したことにより、売上高の計上はなく（前第３四半

期連結会計期間－百万円）、商品有価証券運用損の計上などにより、営業利益は△１億４百万円（前第３四半期連

結会計期間△２億99百万円）となりました。ファンド事業におきましては、第１四半期連結会計期間に新たなファ

ンドを設立し自己資金での運用を行っており、当該運用損益は上場株式等投資事業に含めております。　

  企業再生関連投資事業における投資対象事業の状況は、次のとおりであります。

　ロジスティックス事業におきましては、積極的な営業活動により既存荷主との取引増加や新規荷主の獲得があっ

たものの、物流量の減少の影響などを受け、売上高は16億60百万円（前第３四半期連結会計期間23億71百万円）に

とどまりましたが、コスト削減や燃料価格の下落などにより、営業利益は47百万円（前第３四半期連結会計期間15

百万円）となりました。

　カー用品・雑貨等事業におきましては、カー用品のアフターマーケット縮小および玩具・家庭用品の個人消費の

伸び悩みが続く厳しい状況であったものの、雑貨等の主力製品の売上が好調であったことなどにより、売上高は10

億21百万円（前第３四半期連結会計期間８億57百万円）となり、徹底した原価管理や経費削減を行ったことなどに

より、営業利益は32百万円（前第３四半期連結会計期間10百万円）となりました。　

　産業機器関連事業におきましては、営業努力により超音波診断装置などの売上を確保したものの、医療機器の需要

縮小が続く厳しい経営環境下にあり、売上高は５億96百万円（前第３四半期連結会計期間６億91百万円）にとどま

りましたが、生産効率の向上やコスト削減に努めたことなどにより、営業利益は71百万円（前第３四半期連結会計

期間20百万円）となりました。　
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、第２四半期連結会計期

間末に比べ３億85百万円減少し、25億15百万円となりました。主な要因と当第３四半期連結会計期間における各

キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　　営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、たな卸資産の減少１億54百万円がありましたが、税金等調整

前四半期純利益△５億55百万円等により、２億34百万円の資金減（前第３四半期連結会計期間は８億50百万円の資

金増）となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、差入保証金の回収による収入82百万円がありましたが、定期

預金の預入による支出50百万円および有形固定資産の取得による支出70百万円等により、33百万円の資金減（前第

３四半期連結会計期間は１億円の資金増）となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、短期借入金の減少60百万円および長期借入金の返済による

支出44百万円等により、１億17百万円の資金減（前第３四半期連結会計期間は８億５百万円の資金減）となりまし

た。　

　  
 
(3）事業上および財務上の対処すべき課題

　　　　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は35百万円であります。

 

EDINET提出書類

プリヴェ企業再生グループ株式会社(E02239)

四半期報告書

 6/29



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等についての計画はありませ

ん。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月５日）

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 365,119,405 365,119,405ジャスダック証券取引所

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株式

数は1,000株であり

ます。

 計 365,119,405 365,119,405 ― ―

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成20年２月26日臨時株主総会決議

 　
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数 　　　　　　　　　　　47,900個(注)２

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　― 

新株予約権の目的となる株式の種類
　　　 　　　　　　　　　普通株式

単元株式数1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 　　　　　　　　　33,290,500株　　　　　

新株予約権の行使時の払込金額 　　１株当たり447円(注)３

新株予約権の行使期間 平成20年４月１日～平成23年４月25日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額

　　　　　　発行価格　　 　447円

　　　　　　　資本組入額　 　224円

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社

ならびにグループ会社の取締役、監査役、特別顧問、また

は従業員であることを要します。

２　権利の譲渡、質入その他の処分および相続は認めませ

ん。ただし、取締役会で承認した場合はこの限りではあ

りません。

３　その他の条件については、当社と新株予約権者との間

で定めるところによります。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１　（旧）プリヴェ企業投資ホールディングス株式会社の定時株主総会において決議されたものであり、平成20年

２月26日開催の臨時株主総会における合併契約承認決議により、その割当交付を承認されたものでありま

す。

２　１個当たりの目的となる株式数695株

なお、当社が株式分割または併合を行った場合は、次の算式をもって調整します。ただし、調整の結果１株

未満の端数が生じたときはこれを四捨五入します。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率

３　新株予約権発行の日以降、株式の分割または併合が行われる場合、１株当たりの払込金額は、分割または併合

の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

  また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株

予約権の権利行使または自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

    既発行

株式数
＋

新規発行また

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額または処分価額

調整後１株当たり

払込金額
＝
調整前１株当たり

払込金額
×

新規発行または処分前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数

　上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数としております。
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　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成20年６月27日定時株主総会決議　 

 　
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数 　　　　　　　　　　　38,300個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　― 

新株予約権の目的となる株式の種類
　　　 　　　　　　　　　普通株式

単元株式数1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 　　　　　　　　　38,300,000株　　　　　

新株予約権の行使時の払込金額 　　１株当たり50円(注)２

新株予約権の行使期間 平成20年12月２日～平成30年12月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額

　　　　　　発行価格　　 　50円

　　　　　　　資本組入額　 　25円

新株予約権の行使の条件

１　新株予約権者は、新株予約権の行使時においても、当社

ならびにグループ会社の取締役、監査役、特別顧問、また

は従業員であることを要します。

２　権利の譲渡、質入その他の処分および相続は認めませ

ん。ただし、取締役会で承認した場合はこの限りではあ

りません。

３　その他の条件については、当社と新株予約権者との間

で定めるところによります。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１　１個当たりの目的となる株式数1,000株

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものと

します。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率

２　新株予約権発行の日以降、株式の分割または併合が行われる場合、１株当たりの払込金額は、分割または併合

の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

  また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株

予約権の権利行使または自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てます。

    既発行

株式数
＋

新規発行また

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額または処分価額

調整後１株当たり

払込金額
＝
調整前１株当たり

払込金額
×

新規発行または処分前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数

　上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数としております。
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②平成21年６月29日定時株主総会決議　 

 　
第３四半期会計期間末現在
（平成21年12月31日）

新株予約権の数 　　　　　　　　　　　39,700個(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 　　― 

新株予約権の目的となる株式の種類
　　　 　　　　　　　　　普通株式

単元株式数1,000株

新株予約権の目的となる株式の数 　　　　　　　　　39,700,000株　　　　　

新株予約権の行使時の払込金額 　　１株当たり24円(注)２

新株予約権の行使期間 平成21年10月14日～平成31年10月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額

　　　　　　発行価格　　 　24円

　　　　　　資本組入額　 　12円

新株予約権の行使の条件

１　権利の譲渡、質入その他の処分および相続は認めませ

ん。ただし、取締役会で承認した場合はこの限りではあり

ません。

２　その他の条件については、当社と新株予約権者との間

で定めるところによります。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要します。

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１　１個当たりの目的となる株式数1,000株

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により目的となる株式数を調整するものと

します。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる

株式数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割または併合の比率

２　新株予約権発行の日以降、株式の分割または併合が行われる場合、１株当たりの払込金額は、分割または併合

の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

  また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株

予約権の権利行使または自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切り捨てます。

    既発行

株式数
＋

新規発行また

は処分株式数
×
１株当たり払込金

額または処分価額

調整後１株当たり

払込金額
＝
調整前１株当たり

払込金額
×

新規発行または処分前の株価

既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数

　上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除

した数としております。
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（３）【ライツプランの内容】

 　　　　 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
 （株）

資本金増減額
 

 （千円）

資本金残高
 

 （千円）

資本準備金
増減額
 （千円）

資本準備金
残高

 （千円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
― 365,119,405 ― 1,636,065 ― 1,194,261

 

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。 

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ―　　　　　　 ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      18,997,000 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式     331,333,000 331,333 ―

単元未満株式 普通株式　 　 14,789,405 ― ―

発行済株式総数 365,119,405 ― ―

総株主の議決権 ― 331,333 ―

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が49,650株（議決権49個）含

まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 427株が含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数
の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

プリヴェ企業再生グループ㈱
東京都港区六本木一

丁目６番１号
18,997,000 ― 18,997,000 5.20 

計 － 18,997,000 ― 18,997,000 5.20 

　（注）プリヴェ企業再生グループ㈱は、平成21年10月１日にプリヴェ ファンド グループ㈱より商号変更しております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 14 18 33 30 27 23 20 17 17

最低（円） 8 10 14 19 21 15 15 11 13

　（注）最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

　　(1）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日
取締役 Co-COO 平田　隆明 平成21年12月８日

　

(2）役職の異動　

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 ― 取締役 Co-COO 氷室　誠治　　　 平成22年１月29日　

取締役 ― 取締役 CIO 吉武　將直　　　 平成22年１月29日　

監査役 ― 常勤監査役 ― 河合　俊彦　　　 平成21年７月31日　
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第５【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連

結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表ならびに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および当第

３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、霞が関

監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,682,897 4,280,386

受取手形及び売掛金 2,343,476 2,698,784

商品有価証券 ※1
 1,383,110 501,561

たな卸資産 ※2
 843,227

※2
 798,350

その他 631,793 862,277

貸倒引当金 △31,126 △24,606

流動資産合計 7,853,379 9,116,752

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※3
 1,663,364

※3
 1,654,544

土地 2,626,701 2,634,292

その他（純額） ※3
 337,340

※3
 391,110

有形固定資産合計 4,627,405 4,679,947

無形固定資産

のれん 831,780 874,152

その他 148,698 160,034

無形固定資産合計 980,478 1,034,186

投資その他の資産

投資有価証券 76,126 63,495

その他 915,448 1,177,101

貸倒引当金 △367,018 △395,095

投資その他の資産合計 624,556 845,501

固定資産合計 6,232,440 6,559,635

繰延資産 1,899 2,306

資産合計 14,087,718 15,678,694
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,218,324 1,429,934

短期借入金 978,028 951,793

未払法人税等 47,820 108,700

賞与引当金 137,207 138,247

返品調整引当金 127,562 178,687

引当金 10,000 9,000

その他 658,207 566,888

流動負債合計 3,177,150 3,383,251

固定負債

社債 150,000 150,000

長期借入金 661,945 795,466

退職給付引当金 391,082 521,287

その他 880,178 853,988

固定負債合計 2,083,205 2,320,741

負債合計 5,260,355 5,703,993

純資産の部

株主資本

資本金 1,636,065 1,636,065

資本剰余金 29,147,400 35,034,243

利益剰余金 △22,084,263 △26,685,150

自己株式 △3,947 △2,938

株主資本合計 8,695,253 9,982,218

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 9,673 978

繰延ヘッジ損益 464 4,040

土地再評価差額金 △401,492 △401,492

評価・換算差額等合計 △391,354 △396,473

新株予約権 125,292 1,018

少数株主持分 398,172 387,937

純資産合計 8,827,363 9,974,701

負債純資産合計 14,087,718 15,678,694
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 12,318,159 9,825,501

売上原価 10,365,748 8,202,408

売上総利益 1,952,410 1,623,093

販売費及び一般管理費 ※
 3,468,691

※
 2,548,873

営業損失（△） △1,516,280 △925,780

営業外収益

投資不動産賃貸料 15,108 14,762

補助金収入 19,897 －

その他 32,859 25,096

営業外収益合計 67,865 39,858

営業外費用

支払利息 34,391 36,849

その他 29,701 9,720

営業外費用合計 64,093 46,569

経常損失（△） △1,512,508 △932,491

特別利益

前期損益修正益 60,514 －

固定資産売却益 － 14,352

貸倒引当金戻入額 22,842 －

その他 35,048 －

特別利益合計 118,405 14,352

特別損失

前期損益修正損 25,792 －

早期割増退職金 － 146,206

本社集約関連費用 273,879 －

その他 60,508 143,425

特別損失合計 360,180 289,632

税金等調整前四半期純損失（△） △1,754,282 △1,207,771

法人税、住民税及び事業税 58,992 40,252

法人税等調整額 △45,435 28,513

法人税等合計 13,556 68,765

少数株主利益 13,328 9,539

四半期純損失（△） △1,781,167 △1,286,076
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 3,921,451 3,278,461

売上原価 3,649,577 2,796,856

売上総利益 271,873 481,604

販売費及び一般管理費 ※
 1,047,981

※
 865,134

営業損失（△） △776,108 △383,529

営業外収益

投資不動産賃貸料 5,301 4,548

その他 9,868 6,621

営業外収益合計 15,169 11,169

営業外費用

支払利息 13,244 11,940

為替差損 7,256 －

その他 5,549 3,037

営業外費用合計 26,050 14,977

経常損失（△） △786,989 △387,337

特別利益

固定資産売却益 8,398 8,134

その他 612 －

特別利益合計 9,011 8,134

特別損失

早期割増退職金 － 93,846

本社集約関連費用 61,572 －

その他 3,140 81,990

特別損失合計 64,713 175,837

税金等調整前四半期純損失（△） △842,691 △555,040

法人税、住民税及び事業税 50,791 △9,040

法人税等調整額 △2,830 39,046

法人税等合計 47,961 30,005

少数株主利益 455 5,336

四半期純損失（△） △891,108 △590,382
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,754,282 △1,207,771

減価償却費 293,320 252,131

株式報酬費用 － 124,941

のれん償却額 36,757 42,372

賞与引当金の増減額（△は減少） 35,236 △1,039

返品調整引当金の増減額（△は減少） △96,666 △51,124

貸倒引当金の増減額（△は減少） 29,801 △21,557

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,006 △130,205

引当金の増減額（△は減少） － 1,000

受取利息及び受取配当金 △2,700 △1,556

支払利息 34,391 36,849

本社集約関連費用 172,557 －

売上債権の増減額（△は増加） △644,549 355,307

商品有価証券の増減額（△は増加） 9,050,571 △881,549

たな卸資産の増減額（△は増加） △12,402 △52,845

未収入金の増減額（△は増加） － 211,526

仕入債務の増減額（△は減少） △35,775 △211,610

受入担保金の増減額（△は減少） △6,493,725 －

その他 10,013 111,561

小計 621,542 △1,423,571

利息及び配当金の受取額 2,846 1,556

利息の支払額 △44,121 △36,076

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 47,063 △29,113

営業活動によるキャッシュ・フロー 627,329 △1,487,205

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △100,070

有形固定資産の取得による支出 △717,446 △120,092

有形固定資産の売却による収入 52,482 82,330

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△10,898 －

差入保証金の回収による収入 525,427 84,285

その他 △78,097 △8,692

投資活動によるキャッシュ・フロー △228,533 △62,239

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 115,000 35,000

長期借入れによる収入 500,000 －

長期借入金の返済による支出 △100,962 △142,286

社債の発行による収入 150,000 －

社債の償還による支出 △1,000,000 －

その他 △17,099 △35,527

財務活動によるキャッシュ・フロー △353,061 △142,813

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,115 174

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 40,619 △1,692,083

現金及び現金同等物の期首残高 3,381,261 4,207,952

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,421,881

※
 2,515,868
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却益」は、特

別利益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半

期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれる「固定資産売却益」は13,720千円であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「株式報酬費用」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することとしました。なお、

前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「株式報酬費用」は

1,018千円であります。

　前第３四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「未収入金の増減額（△は増加）」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記すること

としました。なお、前第３四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「未

収入金の増減額（△は増加）」は217,336千円であります。

　前第３四半期連結累計期間において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示しておりま

した「定期預金の預入による支出」は重要性が増加したため、当第３四半期連結累計期間より区分掲記することとし

ました。なお、前第３四半期連結累計期間の「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含まれる「定期預

金の預入による支出」は14千円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定

したものと著しい変化がないと認められる場合、前連結会計年度末の貸倒実

績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法 当第３四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を

省略し第２四半期連結会計期間末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な

方法により算定する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものに

ついてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。

３　固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している有形固定資産については、当連結会計年度に係る減

価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

４　税金費用の算定方法 加減算項目や税額控除項目について重要なものに限定して税金費用を算

定しております。

　また、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降

に経営環境等に著しい変化がなく、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変

化がないと認められる場合、前連結会計年度末において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　商品有価証券はファンド事業において設定したファ

ンドに対する当社の出資分であります。 

　１　

―――――――

※２　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 533,661千円

仕掛品 104,184千円

原材料及び貯蔵品 205,381千円

※２　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

商品及び製品 510,544千円

仕掛品 62,686千円

原材料及び貯蔵品 225,118千円

※３　有形固定資産の減価償却累計額は4,701,983千円で

あります。　

※３　有形固定資産の減価償却累計額は4,898,604千円で

あります。　

　４　手形割引高及び裏書譲渡高　 　　　

受取手形割引高 19,034千円

　４

　 ―――――――　 

　５　当座貸越契約について

当社の一部の連結子会社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結し

ております。

当第３四半期連結会計期間末における当座貸越契

約に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。　　

当座貸越極度額 400,000千円

借入実行残高 250,000千円

差引額 150,000千円

　５　当座貸越契約について

当社の一部の連結子会社は運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と当座貸越契約を締結し

ております。

当連結会計年度末における当座貸越契約に係る借

入金未実行残高等は次のとおりであります。　　

当座貸越極度額 350,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額 150,000千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費の主なものは下記のとおりで

す。

※　販売費及び一般管理費の主なものは下記のとおりで

す。

広告宣伝費 119,717千円

給料及び手当 622,317千円

役員報酬 311,637千円

貸倒引当金繰入額 53,296千円

賞与引当金繰入額 24,062千円

賃借料 781,012千円

のれん償却額 36,757千円　

給料及び手当 541,767千円

役員報酬 337,557千円

賞与引当金繰入額 18,727千円

賃借料 370,847千円

のれん償却額 42,372千円　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費の主なものは下記のとおりで

す。

※　販売費及び一般管理費の主なものは下記のとおりで

す。

広告宣伝費 23,688千円

給料及び手当 191,780千円

役員報酬 135,386千円

貸倒引当金繰入額 15,345千円

賞与引当金繰入額 △20,489千円

賃借料 223,791千円

のれん償却額 14,124千円　

給料及び手当 178,675千円

役員報酬 105,444千円

貸倒引当金繰入額 9,759千円

賃借料 68,940千円

のれん償却額 14,124千円　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,474,218千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△52,337千円

現金及び現金同等物 3,421,881千円

現金及び預金勘定 2,682,897千円

長期預金

（投資その他の資産）
5,476千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△172,504千円

現金及び現金同等物 2,515,868千円

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日）

１　発行済株式の種類および総数

　普通株式　　　　　365,119千株

 

２　自己株式の種類および株式数

　普通株式　　　　 　19,009千株

 

３　新株予約権等に関する事項

　　ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 提出会社　125,292千円 　

 

４　株主資本の金額の著しい変動　

当社は、平成21年６月29日開催の定時株主総会決議に基づき、繰越利益剰余金の欠損を補填することならび

に今後の財務戦略上の柔軟性および機動性を確保することを目的として、その他資本剰余金の取崩しを行いま

した。この結果、第１四半期連結会計期間において資本剰余金が5,886,963千円減少し、利益剰余金が同額増加

しております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
上場株式等
投資事業
（千円）

ロジス
ティックス
事業
（千円）

カー用品・
雑貨等事業
（千円）

産業機器関
連事業
（千円）

計
 

（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　
(1）外部顧客に対する売上高 － 2,371,834857,712691,9033,921,451 － 3,921,451

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 22,771 － － 22,771(22,771) －

計 － 2,394,606857,712691,9033,944,223(22,771)3,921,451

営業利益又は営業損失（△） △299,07215,288 10,414 20,473△252,895(523,212)△776,108

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
上場株式等
投資事業
（千円）

ロジス
ティックス
事業
（千円）

カー用品・
雑貨等事業
（千円）

産業機器関
連事業
（千円）

計
 

（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　
(1）外部顧客に対する売上高 － 1,660,9121,021,301596,2483,278,461 － 3,278,461

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 19,967 42 － 20,009(20,009) －

計 － 1,680,8791,021,343596,2483,298,471(20,009)3,278,461

営業利益又は営業損失（△） △104,10247,983 32,804 71,813 48,498(432,028)△383,529

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
上場株式等
投資事業
（千円）

ロジス
ティックス
事業
（千円）

カー用品・
雑貨等事業
（千円）

産業機器関
連事業
（千円）

計
 

（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　
(1）外部顧客に対する売上高 416,7346,839,3763,055,7762,006,27112,318,159 － 12,318,159

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 52,553 548 － 53,101(53,101) －

計 416,7346,891,9293,056,3252,006,27112,371,261(53,101)12,318,159

営業利益又は営業損失（△） 164,688△50,800162,787△24,305252,369(1,768,650)△1,516,280

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
上場株式等
投資事業
（千円）

ロジス
ティックス
事業
（千円）

カー用品・
雑貨等事業
（千円）

産業機器関
連事業
（千円）

計
 

（千円）

消去又
は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　
(1）外部顧客に対する売上高 － 5,109,8743,204,8111,510,8169,825,501 － 9,825,501

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 62,959 1,204 － 64,164(64,164) －

計 － 5,172,8333,206,0161,510,8169,889,665(64,164)9,825,501

営業利益又は営業損失（△） △207,121157,794332,617△1,171 282,119(1,207,899)△925,780

　（注）１　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要な事業内容

(1）上場株式等投資事業……………上場株式、未上場株式への投資

(2）ロジスティックス事業…………貨物自動車運送、倉庫業

（3）カー用品・雑貨等事業…………自動車用ウィンドーフィルム・アクセサリー等

および玩具・生活雑貨等の製造販売

(4）産業機器関連事業………………医療機器、防衛省向け特殊機器の製造販売 

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）および当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）ならびに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至

平成20年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】
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前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日　至平成20年12月31日）および当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）ならびに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至

平成20年12月31日）および当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末　（平成21年12月31日）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動は認められないため記載しておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末　（平成21年12月31日）

該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

  １　ストック・オプション係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

 　 販売費及び一般管理費　　　124,941千円

　

　２　当第３四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

 
 

提出会社 
平成21年ストック・オプション

　
　

 付与対象者の区分及び人数

 当社取締役 　　　　　　　　　　５名

 当社監査役 　　　　　　　　　　４名

 当社子会社取締役 　　　　　　　１名

  合計　　　　　　　　 　 　   10名 

　

　

　

　

 株式の種類別のストック・オプションの付与数  普通株式　　 39,900,000株 　

 付与日  平成21年10月13日 　

 権利確定条件  権利確定条件の定めはありません。 　

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 　

 権利行使期間
 自　平成21年10月14日

 至　平成31年10月13日

　

　

 権利行使価格（円）  　　　　24 　

 付与日における公正な評価単価（円） 3.13 　

　

EDINET提出書類

プリヴェ企業再生グループ株式会社(E02239)

四半期報告書

24/29



（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 23.99円 １株当たり純資産額 27.69円

２　１株当たり四半期純損失金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △5.14円 １株当たり四半期純損失金額(△) △3.72円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純損失(△)（千円） △1,781,167 △1,286,076

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △1,781,167 △1,286,076

期中平均株式数（千株） 346,215 346,132

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

新株予約権

株主総会の特別決議日

平成20年６月27日

39,900千株

なお、概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

新株予約権

株主総会の特別決議日

平成21年６月29日

39,700千株

なお、概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △2.57円 １株当たり四半期純損失金額(△) △1.71円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期

純損失であるため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純損失(△)（千円） △891,108 △590,382

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失(△)（千円） △891,108 △590,382

期中平均株式数（千株） 346,188 346,115

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

新株予約権

株主総会の特別決議日

平成20年６月27日

39,900千株

なお、概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

新株予約権

株主総会の特別決議日

平成21年６月29日

39,700千株

なお、概要は「第４提出会社

の状況、１株式等の状況、(2）

新株予約権等の状況」に記載

のとおりであります。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】
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　　　該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

プリヴェ ファンド グループ株式会社
 

取締役会　御中

霞が関監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 剱持　　俊夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　　和夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野村　　利宏　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているプリヴェ ファンド 

グループ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10

月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、プリヴェ ファンド グループ株式会社及び連結子会社の平成20年12月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半　　期

報告書提出会社)が別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月４日

プリヴェ企業再生グループ株式会社
（旧プリヴェ ファンド グループ株式会社）　
 

取締役会　御中

霞が関監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 剱持　　俊夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　　和夫　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているプリヴェ企業再生グ

ループ株式会社（旧プリヴェ ファンド グループ株式会社）の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年

度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４

月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、プリヴェ企業再生グループ株式会社（旧プリヴェ ファンド グループ株

式会社）及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半　　期

報告書提出会社)が別途保管しております。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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